
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新型コロナウイルス感染症「くらし・経済対策」について 
 
 
 

別紙のとおり策定しましたので、お知らせいたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

お問合せ先 

政策局政策課長               安達 恒介  Tel 045-671-3912 

政策局政策課担当課長             岡 靖之   Tel 045-671-4322 

経済局企画調整課長             中野浩一郎  Tel 045-671-2565 

 

令 和 ２ 年 ４ 月 2 8 日 
政 策 局 政 策 課 
経 済 局 企 画 調 整 課 

横 浜 市 記 者 発 表 資 料 



■企業・事業活動の⽀援

新型コロナウイルス感染症 くらし・経済対策

■感染拡⼤防⽌策と医療提供体制の整備

■市⺠⽣活の⽀援

 市内中⼩企業の事業の継続、雇⽤を⽀えるための資⾦繰りや地域の⽣活の基盤で
ある商店街、市⺠⽣活に豊かさを与える⽂化芸術活動等を⽀援することで、横浜の
活⼒を守ります。

 市内における感染がいまだ収束に⾄らない中、今後の拡⼤に備え、医療提供体制
の整備を図るなど、市⺠の皆様の健康と医療を守ります。

 国の緊急経済対策を受け、市⺠の皆様に対する給付などの取組を進め、375万市
⺠のくらしを守ります。

 感染拡⼤の防⽌と市⺠⽣活の安全・安⼼の確保に向け、３つの柱で緊急的な取組
をまとめました。



【感染拡⼤防⽌策と医療提供体制の整備】

重症・中等症患者等受⼊体制整備事業
 ⼊院治療を必要とする陽性患者等を確実に受け⼊れられるよう、医療機関に対し受⼊体
制の確保に必要な施設整備費を助成します（重症・中等症受⼊病院:上限500万円など）。

1 億 500 万円

重症・中等症患者等⼊院受⼊奨励事業
 ⼊院治療を必要とする陽性患者等の円滑な受⼊のため、⼊院患者を受け⼊れた医療機関
に対して⽀援⾦を⽀給します（陽性患者3万円/⽇、疑いのある患者28,500円/⼈）。

6 億 7,900 万円

旧市⺠病院における軽症者等受⼊体制整備事業
 移転後の現市⺠病院（200⼈程度）を軽症者・陽性無症状者の宿泊療養施設として活⽤
します。

8 億 200 万円

医療機関等に対する感染防⽌資器材の緊急配布事業
 医療機関に対して、マスク、防護服等の感染症対策物品を、さらに⾼齢者施設及び障害
者施設を対象にマスクや消毒液等を配布します。

10 億 8,700 万円

ＰＣＲ検査強化事業
 市医師会の協⼒による簡易検体採取の実施（市内10か所程度）や衛⽣研究所における検
査に必要な資器材の購⼊・検体搬送業務の委託により検査体制の強化を図ります。

1 億 6,400 万円

ＰＣＲ検査費⾃⼰負担助成事業
 ＰＣＲ検査費⽤の⾃⼰負担分（保険適⽤後の⾃⼰負担、最⼤5,850円）を助成し、無料
化します。

1 億 5,100 万円

感染症コールセンター等設置・運営事業
 「新型コロナウイルス感染症コールセンター（20回線に増強）」及び「新型コロナウイ
ルス感染症帰国者・接触者相談センター（20回線に増強）」を引き続き、設置・運営しま
す。

2 億 4,500 万円

Ｙ−ＣＥＲＴ強化事業
 横浜市災害医療アドバイザーの協⼒のもと感染症・医療調整本部（Y-CERT）を設置
し、陽性患者への適切な医療提供体制の構築と救急医療体制の維持を進めます。

300 万円

〇医療提供体制の整備

・感染症・医療調整本部（Y-CERT)の運営

・簡易検体採取所設置によるＰＣＲ検査実施等、効率的な検査体制の確保

・医療機関等で必要となるマスク、防護服等の感染症対策物品の確保

・患者の受⼊に必要な施設改修への⽀援

・陽性患者や感染症疑い患者の積極的な受⼊を⾏う医療機関への⽀援

・軽症者・陽性無症状者の宿泊療養施設の確保

・「感染症コールセンター」「帰国者・接触者相談センター」の強化



感染症対策物質緊急調達事業
 各区局での調達が困難な場合に備えて、マスク（55万枚）、消毒⽤アルコール（4,000
ℓ）、個⼈⽤感染防護具を調達します。（原則として市内中⼩企業からの調達）

4,500 万円

保育所等における感染症拡⼤防⽌対策事業
 保育所等における衛⽣⽤品や換気の改善に資する備品等の購⼊や施設・事業所の消毒、
児童養護施設等の⼊所施設における個室化改修等に必要な経費を補助します。

5 億 7,400 万円

学校施設における感染症対策事業
 学校施設内での感染症防⽌対策として、教職員や必要に応じて児童⽣徒等に配付するマ
スク、消毒液や児童⽣徒の健康観察⽤の⾮接触型体温計等を購⼊します。

1 億 1,200 万円

⾼齢者施設等に対する多床室の個室化⽀援事業
 ⾼齢者施設、障害者施設において、感染が疑われる⼊所者を空間的に分離できるよう多
床室から個室化への改修費を補助します。

1 億 8,500 万円

横浜ライフイノベーションプラットフォーム推進事業
 横浜市⽴⼤学において⾏われる新型コロナウイルス感染症対策に活⽤できる検査キット
の研究開発に対する補助を実施します。

2,000 万円

教育⽤コンピュータ整備事業（⼩・中・特⽀）
 学校休業時における⼦供たちの教育環境の充実と感染症の拡⼤防⽌のため、「１⼈１台
整備」に向け、タブレット型PC等の前倒し整備等を図ります。

101 億 2,000 万円

救急隊感染防⽌対策資器材緊急確保事業
 救急隊等の感染防⽌対策に必要なマスク、防護服等の感染防⽌対策⽤資器材を調達しま
す。

1 億 5,000 万円

消防署所感染防⽌対策強化事業
 消防職員の感染防⽌対策として、執務環境の改善（仮眠室への換気扇設置・パーテー
ション化）を実施します。

8,600 万円

・消防職員の感染防⽌対策に必要な執務環境の改善

〇感染拡⼤防⽌策の実施

〇救急活動体制等の確保

・横浜市⽴⼤学における検査キット研究開発・実⽤化に向けた補助

・⾼齢者・障害者⼊所施設の改修⽀援

・公共施設・福祉施設・学校等で必要となるマスク・消毒液等の調達

・救急隊等の感染防⽌対策

・児童・⽣徒の感染拡⼤防⽌等のための⾃宅学習の環境整備



【市⺠⽣活の⽀援】

特別定額給付⾦給付事業
 家計への⽀援を⾏うため、全市⺠を対象に、1⼈当たり10万円を給付します。

3,796 億円

⼦育て世帯への臨時特別給付⾦給付事業
 児童⼿当を受給する世帯に対し、対象児童１⼈あたり１万円の臨時特別給付⾦を給付し
ます。

42 億 1,000 万円

住宅セーフティネット構築事業
 新型コロナウイルス感染症の影響を受け、収⼊が減少した⽅が⼊居するセーフティネッ
ト住宅のオーナーに対する家賃減額補助の上限額を、40,000円/⽉・⼾から62,900円/⽉・
⼾に引き上げ、⼊居者の家賃の負担を軽減します。最⼤補助⼾数480⼾。

8,000 万円

⽣活困窮者への住居確保給付⾦給付事業
 離職や廃業により住居を失った⼜は失う恐れのある場合に⽀給される住居確保給付⾦に
ついて、⽀給対象を拡⼤します。

2 億 5,300 万円

児童虐待・ＤＶ対策広報事業
 外出⾃粛や休業等に伴う⽣活不安やストレスによる児童虐待やＤＶの増加・深刻化が懸
念されるため、様々な広報⼿段を⽤いて相談窓⼝等を周知し要⽀援者の孤⽴化を予防しま
す。

1,000 万円

資源集団回収事業者緊急⽀援事業
 新型コロナウイルス感染拡⼤の影響による古紙の輸⼊停⽌や、需要減少による古紙の市
況価格の⼤幅な下落により、経営環境が著しく悪化している資源集団回収業者に対し、奨
励⾦制度を改正し、市⺠⽣活を⽀えている資源集団回収の安定実施を確保します。

4 億円

【市⺠⽣活の⽀援】（特別会計）

被保険者のうち、新型コロナウイルス感染症に感染した被⽤者等に対して傷病⼿当⾦を⽀
給します。 300 万円

〇家計への⽀援

・国⺠健康保険事業費会計

・市⺠１⼈あたり10万円の特別定額給付⾦の給付

〇⼦育て世帯への⽀援
・児童⼿当の受給世帯に対し、児童１⼈あたり1万円の給付⾦を⽀給

〇住まいの確保
・収⼊が減少した⽅が⼊居するセーフティネット住宅のオーナーに対する家賃減額補助の上限額
を引上げ、⼊居者の家賃の負担を軽減

〇児童虐待やDVへの対応
・相談窓⼝を周知し、要⽀援者の孤⽴化を予防

・離職や廃業により住居を失った⼜は失う恐れのある場合に⽀給される住居確保給付⾦の⽀給対
象の拡⼤

・資源集団回収業者を⽀援し、資源集団回収の安定実施を確保
〇⽣活環境の維持



【企業・事業活動の⽀援】

中⼩企業制度融資事業
 国制度に基づく融資限度額3,000万円の当初３年間無利⼦の融資メニュー「横浜市新型
コロナウイルス感染症対応資⾦」を創設します。また、融資枠の拡⼤（1,400億円→5,000
億円）に伴い、低利な融資の実現に必要な預託⾦の増額を⾏います。

1,650 億円

信⽤保証料助成等事業
 3,000万円を超える融資を必要とする市内中⼩企業のために、本市独⾃で信⽤保証料を
助成します。（補助率：融資メニューに応じて10/10⼜は1/2、全額市費）

43 億円

新型コロナウイルス感染症対応資⾦利⼦補給補助⾦
 「横浜市新型コロナウイルス感染症対応資⾦」を利⽤する市内中⼩企業が⽀払う利⼦を
補給します。（補助率：10/10（売上減少幅の要件あり）、当初3年間、全額国費）

36 億円

中⼩企業経営安定事業
 セーフティネット保証等の認定申請増加への対応として、「横浜市緊急融資認定セン
ター」を設置し、⼈材確保やシステム導⼊等により、認定業務の機能を強化します。

1 億 5,000 万円

〇中⼩企業の資⾦繰りを強⼒に⽀援
・国制度に基づく当初３年間無利⼦の融資メニュー創設、融資枠の拡⼤(1,400億円→5,000億円)

・3,000万円を超える融資のための本市独⾃の信⽤保証料助成

・「横浜市緊急融資認定センター」の設置

・国制度に基づく利⼦補給



新型コロナウイルス感染症対応商店街等活動⽀援事業
 市⺠⽣活を⽀えている市内約300の商店街等に対し、個々のニーズに応じた様々な活動
に充当できる⼀時⾦（加盟店舗数×10万円）を交付します。

13 億 1,000 万円

新型コロナウイルス感染症対応⼩規模事業者等⽀援事業
 「横浜市新型コロナウイルス感染症対応資⾦」で500万円以下の融資を受けた飲⾷・
サービス、⼩売などの⼩規模事業者等や、IoT・ライフイノベーション分野等の創業間も
ないスタートアップ企業に対し、10万円の⼀時⾦を交付します。

3 億円

市内のアーティスト等の⽂化芸術活動緊急⽀援事業
 発表、制作等の活動の機会を失っているアーティストや企画運営者を含む⽂化芸術関係
者が⾏う、活動再開に向けた準備制作や⺠間施設を活⽤した動画配信などの⽂化芸術活動
を⽀援するため、ライブハウス等の市内施設を活⽤した映像配信など、現在の情勢におい
て実施できる⽂化芸術活動を募集し、助成します。
（助成額：30万円〜70万円 想定件数：550件）

2 億 1,500 万円

バーチャル版芸術フェスティバル事業
活動が休⽌しているアーティストの⽀援として、専⾨⽂化施設である横浜みなとみらい
ホール等において、世界中どこでもバーチャル体験できる、最新技術を活⽤した動画コン
テンツを制作・配信し、持続可能な⽂化芸術活動のモデルづくりにつなげます。
（会場； みなとみらいホールほか  公演数：10〜20公演）

9,000 万円

アーティスト・クリエーター等へのワンストップ相談対応事業
 アーティスト・クリエーター等の様々な相談を受け付ける「ワンストップ相談窓⼝」に
新たに税理⼠等の専⾨資格者を配置し、増加している事業損失等に関する専⾨的相談への
対応を強化します。

  1,000 万円

市内観光・MICE関連事業者緊急⽀援事業
 事業縮⼩を余儀なくされている市内観光・MICE関連業者に対し、販路開拓等⾃粛期間
中の事業継続のために実施する事業や、回復期の誘客促進につながる取組を⽀援します。
（事業費の2/3、上限20万円、想定件数250件）

  5,000 万円

市内観光・ＭＩＣＥ関連事業者へのマスク等緊急確保⽀援事業
 市内観光・ＭＩＣＥ関連事業者にマスク等を提供し、安全な滞在環境を確保すること
で、収束後の観光客等の来訪意欲を喚起します。（想定件数600件）

  900 万円

職場環境向上・⼥性活躍推進事業
 テレワーク導⼊にかかるシステム整備費、専⾨家への相談委託料を助成します。（助成
率3/4、上限30万円、想定件数50件）

  1,500 万円

学校給⾷物資補償事業
 市⽴⼩学校の全校⼀⻫臨時休業により発⽣した給⾷中⽌（令和２年３⽉分）に伴い、
キャンセル費⽤や違約⾦等が発⽣したため、給⾷⾷材納⼊業者へ補償⾦を⽀払います。

2 億 600 万円

・⽂化芸術に携わる団体・事業者に対する⽀援

・⼩規模事業者等やスタートアップ企業に対する⼀時⾦の交付

・⼩学校の給⾷中⽌に伴う給⾷⾷材納⼊業者への補償

〇商店街や企業・団体の事業活動の⽀援
・商店街等の活動に対する⼀時⾦の交付

・テレワークを導⼊する企業に対する⽀援の拡充

・市内観光MICE関連事業者への⽀援



【新型コロナウイルス感染症対策を応援！！
             〜「寄附」の受付けを５⽉1⽇からスタート〜】

 横浜ならではの⾷料品、飲料、その他
   返礼品追加例） ・中華街の⾷料品のおみやげ
           ・市内産花き
           ・⽼舗洋菓⼦店の銘菓
                                        ・商店街の詰め合わせセット  など

  ⇒これまでの「体験・体感型」の返礼品に加え、緊急事態宣⾔の発令に伴う休業要請や
   需要減により、厳しい状況に置かれている市内事業者の⽀援につなげます。
   ※5⽉中旬：返礼品事業者公募開始、６⽉上旬以降：順次追加予定

〇市の新型コロナウイルス感染症対策を充実するための寄附を受け付けます
 （寄附メニューを設定）！

   寄附⾦活⽤例） ・医療・福祉・介護・保育施設等への資器材の給付
           ・患者受⼊医療機関への受⼊奨励費 など

  ⇒横浜市⺠のみなさまや、地⽅で活躍する横浜出⾝者のみなさまが、
   横浜を応援したいという気持ちに応えます。

〇ふるさと納税の返礼品に、市内産品を追加します！
   〜「横浜市へのふるさと納税」の返礼品を拡充 〜



【その他の主な取組】

 主に以下のものについて、相談を受け付けています。

〇公共料⾦等の減免
 主に以下のものについて、相談を受け付けています。
  保育所利⽤料        後期⾼齢者医療保険料    市営住宅使⽤料
  国⺠健康保険料       介護保険料

〇学校の⼀⻫休校に伴う教育の場の確保
 学びの動画の配信を開始（4⽉８⽇〜）

〇お住まいにお困りの⽅への市営住宅の⼀時提供
 提供⼾数：50⼾ 5⽉1⽇〜受付

〇公共料⾦等の⽀払猶予

 緊急事態宣⾔等に関する相談窓⼝（4⽉17⽇〜）を追加
 感染症コールセンターの⼀般相談、感染症帰国者・接触者相談センターの
 回線を増設 10回線→20回線（4⽉22⽇〜）

〇特別経営相談窓⼝の設置（1⽉30⽇〜）
 中⼩企業向けに資⾦繰りや経営に関する相談を受付

〇本市独⾃の融資制度での対応（2⽉5⽇〜）
 信⽤保証料の全額助成、最⻑２年の据置など、特別な融資を創設（3⽉2⽇〜）

〇感染症コールセンターの設置

 融資や貸付、各種⽀援制度等の⼿続きに必要な住⺠票の写し、住⺠票記載事項証明書、印鑑登
録証明、市税証明の発⾏⼿数料を無料とします。（4⽉30⽇〜）

〇証明発⾏⼿数料の減免

市営住宅使⽤料
市営住宅保証⾦
⼟地貸付料（道路局）
港湾施設使⽤料
⼟地建物貸付料（港湾局）
⽔域占⽤料（港湾局）

市税
⼟地建物貸付料（財政局）
勤労者福祉共済掛⾦
市場施設使⽤料
保育所利⽤料
⺟⼦⽗⼦寡婦福祉資⾦貸付⾦

国⺠健康保険料
後期⾼齢者医療保険料
介護保険料
⽔道料⾦・下⽔道使⽤料
⼀般廃棄物処理⼿数料
産業廃棄物処分費⽤



【感染拡⼤防⽌策と医療提供体制の整備】
重症・中等症患者等受⼊体制整備事業 健康福祉局健康安全課 671-2468
重症・中等症患者等⼊院受⼊奨励事業 健康福祉局健康安全課 671-2468
旧市⺠病院における軽症者等受⼊体制整備事業 健康福祉局健康安全課 671-2468

医療機関等に対する感染防⽌資器材の緊急配布事業
健康福祉局健康安全課
健康福祉局⾼齢健康福祉課
健康福祉局障害施策推進課

671-2468
671-2355
671-3569

ＰＣＲ検査強化事業 健康福祉局健康安全課 671-2468
ＰＣＲ検査費⾃⼰負担助成事業 健康福祉局健康安全課 671-2468
感染症コールセンター等設置・運営事業 健康福祉局健康安全課 671-2468
Ｙ−ＣＥＲＴ強化事業 医療局医療政策課 671-3740

感染症対策物質緊急調達事業
経済局ものづくり⽀援課
経済局総務課

671-3839
671-2572

保育所等における感染症拡⼤防⽌対策事業 こども⻘少年局総務課 671-4263
学校施設における感染症対策事業 教育委員会事務局健康教育課 671-3234

⾼齢者施設等に対する多床室の個室化⽀援事業
健康福祉局⾼齢施設課
健康福祉局障害施設サービス課

671-3620
671-2377

横浜ライフイノベーションプラットフォーム推進事業 経済局産業連携推進課 671-2574
教育⽤コンピュータ整備事業（⼩・中・特⽀） 教育委員会事務局⼩中学校企画課 671-3779
救急隊感染防⽌対策資器材緊急確保事業 消防局救急部救急課 334-6771
消防署所感染防⽌対策強化事業 消防局総務部施設課 334-6571

【市⺠⽣活の⽀援】
特別定額給付⾦給付事業 市⺠局総務課 671-2292
⼦育て世帯への臨時特別給付⾦給付事業 こども⻘少年局こども家庭課 671-2364
住宅セーフティネット構築事業 建築局住宅政策課 671-2917
⽣活困窮者への住居確保給付⾦給付事業 健康福祉局⽣活⽀援課 671-2434
児童虐待・ＤＶ対策広報事業 こども⻘少年局こども家庭課 671-4208
資源集団回収事業者緊急⽀援事業 資源循環局業務課 671-2532

【市⺠⽣活の⽀援】（特別会計）
国⺠健康保険料事業費会計 健康福祉局保険年⾦課 671-2373

【事業活動への⽀援】
中⼩企業制度融資事業 経済局⾦融課 671-2586
信⽤保証料助成等事業 経済局⾦融課 671-2586
新型コロナウイルス感染症対応資⾦利⼦補給補助⾦ 経済局⾦融課 671-2586
中⼩企業経営安定事業 経済局⾦融課 671-2586
新型コロナウイルス感染症対応商店街等活動⽀援事業 経済局商業振興課 671-2577

新型コロナウイルス感染症対応⼩規模事業者等⽀援事業
経済局経営・創業⽀援課
経済局新産業創造課

671-2575
671-3913

市内のアーティスト等の⽂化芸術活動緊急⽀援事業 ⽂化観光局⽂化振興課 671-3703
バーチャル版芸術フェスティバル事業 ⽂化観光局⽂化振興課 671-3703
アーティスト・クリエーター等へのワンストップ相談対応事業 ⽂化観光局創造都市推進課 671-3425
市内観光・MICE関連事業者緊急⽀援事業 ⽂化観光局観光振興課 671-3940
市内観光・ＭＩＣＥ関連事業者へのマスク等緊急確保⽀援事業 ⽂化観光局観光振興課 671-3940
職場環境向上・⼥性活躍推進事業 経済局経営・創業⽀援課 671-2575
学校給⾷物資補償事業 教育委員会事務局健康教育課 671-3234

掲載事業 問い合わせ先⼀覧



令和２年４月２８日
横浜市

新型コロナウイルス感染症

くらし・経済対策

＜令和２年度５月補正予算案＞



過去最大となる

5,743億円の補正予算(案)
(事業規模 7,694億円)

2

１．市民と医療を守る
感染拡大防止策と医療提供体制の整備

２．375万市民のくらしを守る
市民生活の支援

３．横浜の活力を守る
企業・事業活動の支援



市民と医療を守る

感染拡大防止策と
医療提供体制の整備

145億2,700万円

3



患者の状況（陽性確定時）

４月27日時点で３２７人
（うち退院45人、死亡11人）

◆重症・中等症（円グラフ赤枠）が約２割、無症状・軽症が約８割

◆陽性患者は増加を続けている。

３２７人
（4月27日時点）

中等症
53人

陽性患者の発生状況（累計）

重症
19人

無症状
12人

軽症
238人

その他5人

4

市内の感染の状況

72.8%

16.2%

5.8% 3.7%



重症･中等症患者対象500床を確保しています。

軽症者･陽性無症状者対象約200人分を確保しています。
神奈川モデル全体では、軽症者・陽性無症状者対象として、

・アパホテル&リゾート横浜ベイタワー 約2,300人分
・湘南国際村センター 約100人分

軽症者・陽性無症状者の宿泊療養施設として、
移転後の現市民病院を活用します。
・200人程度、5月3日開始予定

「横浜市災害医療アドバイザー」の協力のもと、
感染症・医療調整本部（Y-CERT）を運営し、
円滑な患者の入院や移送調整を行います。

5

患者の症状に応じた医療を提供します



重症・中等症患者受入医療機関に施設整備費を
最大500万円助成します。

陽性患者受入医療機関に支援金を支給します。
・1人当たり60万円（20日入院の場合。３万円／人日）

医療機関等へ、感染防止に必要な資器材を緊急配布
します。
・マスク、アルコール消毒液、防護服など

6

新型コロナと戦う医療の現場を支援します



市医師会の協力を得て、PCR検査の簡易検体採取を
10か所程度で実施します。

PCR検査費について、保険適用後の自己負担分
（最大5,850円）を助成します。

7

PCR検査体制を強化します



375万市民のくらしを守る

市民生活の支援

3,845億5,300万円
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特別定額給付金は、できる限り早期に申請書の送付、
給付金の支給ができるよう準備を進めています。
・１人１０万円、総額：約3,796億円（事務費含む）

・配偶者からの暴力を理由に避難される方の手続きのご案内を
始めています。

児童手当受給世帯への臨時特別給付金は、
6月の定期支給日に振込みます。
・１万円／児童

生活困窮者への住居確保給付金は、
新型コロナウイルス感染症により収入が減少した方に
支給対象を拡大します。

9

みなさまのくらしを守り抜きます



横浜の活力を守る

企業・事業活動の支援

1,752億5,500万円

（融資枠を事業規模として見た場合:約3,700億円）
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融資実績の推移（累計件数）

市内経済は厳しい状況が続いています

令和2年
1－3月期

自社業況
ＢＳＩ

全産業 ▲27.2

小売業 ▲44.1

飲食店・宿泊業 ▲41.2

◆経済指標
（横浜市景況・経営動向調査）

融資額は
694億2,002万円

◆本市独自の制度融資の実績（累計）
（4月24日時点）
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市内経済は厳しい状況が続いています

◆市内事業者様からのお声

商店街 ・各商店街のニーズに即し使途が選択できる支援金を交付してほしい

・マスク、アルコール等衛生用品の配布を行いたい

飲食業 ・宴会等のキャンセル、外食の減少などで売上が大きく落ち込んでいる

観光業 ・旅行や出張、イベント等の自粛で、宿泊や観光、飲食業に大きな影響

制度融資

利用者

・最長２年間、元本の返済が不要で安心して融資を受けられた

・信用保証料が全額助成され、自己負担がゼロになって助かった

◆小売業・飲食業、さらには商店街全体も厳しい状況となっています。

◆中小企業向け融資の実績は大きく伸びています。

◆コンサート、イベント、国際会議の自粛とそれに伴う宿泊キャ
ンセルにより、文化芸術団体やMICE関係事業者等に大きな影響
が出ています。

12



13

中小企業の持続可能な経営を支えます

無利子（３年間）・無担保・据置期間６０か月の
新たな融資メニュー「横浜市新型コロナウイルス
感染症対応資金」を創設します。
・融資限度額 3,000万円

融資枠の大幅な拡大と、低利な融資を実現します。
・融資枠 1,400億円→5,000億円（3.6倍）

・預託金 1,650億円増額



新たな制度融資を創設するとともに、現行制度を継続し、
市内事業者の皆様の資金繰りを支援します。

＜補正後＞

3,000万円

2,000万円

3,000万円
保証料助成（国費）

利子補給10/10（国費）

保証料助成（市費）
付きの低利融資

保証料助成（市費）
付きの低利融資

＜現行制度＞

新たな制度融資の創設により、3,000万円以下の融資分について、国費を活用し
た利子補給・保証料助成を実施します。
また、国費が活用できない3,000万円を超える融資分について、現行の制度を継

続し、市費による保証料助成を行うことで、事業者の皆様にご利用しやすい制度融
資メニューといたします。

3,000万円

5,000万円

3,000万円の融資例

3,000万円の融資例

5,000万円の融資例

5,000万円の融資例

14



15

頑張っている小規模事業者を支援します

「横浜市新型コロナウイルス感染症対応資金」を
500万円以下で利用する経営状況が厳しい
小規模事業者や、スタートアップ企業を応援するため、
10万円を交付します。

（参考）「横浜市新型コロナウイルス感染症対応資金」
無利子（３年間）・無担保・据置期間６０か月の
新たな融資メニュー。



頑張っている小規模事業者を支援します

持続化給付金(法人200万円以内)

休業要請や時短営業に応じた場合の
協力金(10～30万円)

無担保・無利子(3年間)・据置期間60カ月の融資が活用できます。

(国・県)
雇用の維持と当面
の緊急支援として
の現金支給

無担保・無利子(3年間)・据置期間60カ月の融資が活用できます。
融資を活用する小規模事業者には、更に10万円で応援。

10～30
万円

10万円

200万円
以内

【国】

【県】

(市)
事業の継続
と将来に向
けた準備を
支援します

融資額が、500万円以下の場合

融資額が、3,000万円以下の場合

3,000万円までは、
無担保・無利子(3年間)・据置期間60カ月の融資が活用できます。
3,000万円を超える分は、市の保証料助成付きの低利融資を活用。

融資額が、3,000万円以上の場合

16



17

地域経済を支える商店街等を応援します

地域の生活の基盤であり、地域コミュニティの
核である商店街等（約300団体、13,000店舗）
を支援します。

・各商店街等に加盟店舗数×10万円交付

・５月～申請受付、 ６月順次交付開始



現在の情勢において実施できる文化芸術活動
（活動再開準備制作、舞台映像配信等）を公募し
助成します。

・最大70万円、合計550事業

「バーチャル版芸術フェスティバル」を開催します。

・市内を主な拠点とするトップアーティストによるダンス・

音楽等を、世界中どこでもバーチャルに体験できる動画
コンテンツの制作・配信（ 10～20公演）

18

市民生活に豊かさを与える文化・芸術活動を応援します



令和2年度 5月補正予算案の概要（くらし・経済対策部分）

【一般会計補正予算】

補正額 ５，７４３億円 過去最大の補正額

(財源内訳) 国 費 ３，９９０億円
市 費 ９６億円
うち、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 ８６億円

財政調整基金 １０億円

その他 １，６５８億円 (預託金等)

※各項目で四捨五入等を行っているため、合計が一致しません

【特別会計補正予算】

補正額 ３００万円 （国民健康保険事業費会計）
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新型コロナウイルス感染症対策を応援！！
～ 「寄附」の受付けを５月1日からスタート ～

横浜ならではの食料品、飲料、その他
返礼品追加例）・中華街の食料品のおみやげ ・市内産花き

・老舗洋菓子店の銘菓 ・商店街の詰め合わせセット など

〇ふるさと納税の返礼品に、市内産品を追加します！

～「横浜市へのふるさと納税」の返礼品を拡充 ～

横浜市民のみなさんや、地方で活躍する横浜出身者のみなさま
が、横浜を応援したいという気持ちに応えます。

これまでの「体験・体感型」の返礼品に加え、緊急事態宣言の
発令に伴う休業要請や需要減により、厳しい状況に置かれている
市内事業者の支援につなげます。

20

※5月中旬：返礼品事業者公募開始、６月上旬以降：順次追加予定

寄附金活用例）・医療・福祉・介護・保育施設等への資器材の給付
・患者受入医療機関への受入奨励費 など

〇市の新型コロナウイルス感染症対策を充実するための寄附を

受け付けます（寄附メニューを設定）！


